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	皆様、本日はお忙しいなかお集まりいただきまして有難うございます。本日の会議進行を務めさせていただきます、企画政策課の石橋でございます。よろしくお願いいたします。

さて、皆様ご承知のとおり、3月11日、未曾有の大震災によりまして、東北地方はもちろんでございますが、この地域におきましても多くの方々が被災をされました。そういう中で、いち早く地元の方々が復旧の作業に取りかかっていただきまして、市といたしましては、この場をおかりしまして感謝を申し上げたいと思います。どうもありがとうございました。

　これから災害に強いまちづくりということで、またこの地域審議会を初め、多くの方々のご意見を伺いまして、地域防災計画の見直し等もやっていくというような予定をしております。
皆様方のより一層のご理解とご尽力を賜りますようよろしくお願い申し上げます。

　それでは、定刻となりましたので、平成23年度第１回蓮沼地区審議会を開催をさせていただきたいと思います。

　初めに、委員の交代がございましたので、ご報告いたします。

　公共的団体の代表といたしまして、山武市区長会連合会より前回までは加瀬薫様にご出席をいただいておりましたが、今年の４月、代表の交代がございましたので、今回より小川利吉様にご出席をいただいております。

　それでは、ご報告いたしまして、大変恐縮ではございますが、小川様にごあいさつをお願いをしたいと思います。

　ただいま紹介に預かりました小川利吉でございます。

　何分この席は今日初めてですので、わからない点が多々多々あるかと思いますので、今年１年間よろしくお願いいたします。

　ありがとうございました。

　続きまして、本日の会議の出席者の報告をいたします。

　本日の会議でございますが、１名の方から所用のため欠席との連絡をいただいております。レジュメ、次第の裏に名簿が載せてあります。本日は秋葉様が欠席ということでご報告をいただいております。

　現在、定員11名のところ、10名の出席をいただいております。地域審議会設置に関する協議第８条第４項の規定により、委員の出席が過半数を超えておりますので、本日の会議が成立いたしますことをご報告いたします。

　また、本日の会議は、議事録作成の都合上、会議内容を録音させていただいております。大変申しわけございませんが、ご発言の際には、挙手の上、議長の指名を受けた後、お名前を述べた上でご発言をいただきますようよろしくお願いをいたします。

　それでは、会議次第により会長からごあいさつをいただきたいと思います。

　会長、よろしくお願いいたします。

　夜分にお忙しい中をお集まりをいただきまして、ありがとうございます。

　また、空港会社のほうからは伊藤部長を初め、月岡さん、森下さん、横田さん、ご出席を賜りまして、ありがとうございます。

　30万回のことは、前回、この地域審議会で議論の途中であの震災があったわけであります。震災復興は、またその他のところでご議論をしようというふうに思っております。時間がありませんので、簡単にと申し上げては大変恐縮でありますけれども、ごあいさつとさせていただきまして、この会議を始めたいと存じます。どうぞ皆さん、よろしくお願いいたします。

　それでは、議題に入らせていただきます。

　その前に、議事録署名人について、指名をさせていただきます。

　飯島委員、それから片岡委員に今回の議事録署名人にお願いをいたしたいと思います。

　事務局より会議録案が作成されましたら、確認のご署名をお願い申し上げたいと存じます。よろしくお願いをいたします。

　それでは、議事に入ります。

　本日の議事は、議題１、成田国際空港の要領拡大（30万回）についてであります。

　大変恐縮でありますけれども、空港会社のほうからご説明を頂戴いたしたいと存じます。よろしくお願いいたします。

　どうぞ。 

　成田国際空港株式会社地域共生部の伊藤と申します。

　常日ごろ、航空騒音等で皆さんにご迷惑をかけて申しわけないと思っております。

　また、弊社に対するご支援、ご協力、常日ごろ大変感謝しておるところでございます。

　思い起こせば、この前の３月11日の14時46分ですね、この場所で説明中に東日本大震災が起こったということで、本日改めて開催されているということで、私ども、山武市さんも非常に被害が、津波の影響があったということで聞いております。被災者の方には本当に心からお見舞い申し上げます。

　今から説明させていただく30万回、これは昨年の一番大きな出来事として、10月13日の四者協議会という場で合意をしていただきました。そして、これには私どもも一生懸命説明会をやらさせていただきまして、山武市においても地区説明会をやらさせていただきました。

そして、現在のところ、30万回に向けて、誘導路やエプロンのそういう施設整備をですね、2014年度までに30万回の対応施設の整備はできるようにということで進めているところでございます。

　運輸状況、これも後ほど月岡マネージャーのほうから説明させていただきますけれども、昨年は前半は順調ではあったのですが、後半、日本航空の経営破綻、そういうようなもので減便をされた。また、尖閣諸島の問題、中国人のお客様が減ったとか、色々な状況がございました。大震災も３月にはあったということで、後半は非常に落ち込んでおったという状況がございます。

　４月については、旅客数が38％の前年比で減というような状況でございます。外国人については、放射能の関係もあるのですが、63％減というような状況でございます。

　こういうちょっと今も落ち込んでいるわけですが、こういう暗い話だけではなくて、明るい話もちょっとさせていただきたいと思います。

　まず、来月というか、もう明日、６月になるわけですが、６月から韓国のエアプサンという航空会社、また７月からはイースター航空、そういうところが就航するという予定になっております。

　また、10月からは、スカイマークという航空会社、日本の航空会社でございますけれども、国内線を成田に乗り入れるということで、新規路線として、旭川、そのほかに千歳、沖縄、福岡、それぞれ２往復ずつ計画をされていると。当初の頃は、限定20名様ぐらいらしいのですけれども、980円で飛んでいただくというようなことで言っております。地区の方にも、地域の方にもですね、非常に成田空港を利用しやすくなっていくのではないかなと。成田空港、国内線がやはりちょっと少ないのではないかというお話もありましたので、そういう意味で、非常に地域の人の足としても期待できるなと思っております。

　あと、成田空港、４月からですね、今までＮパスというのは60歳以上の方だけ、そういうパスポートを発行して、ゲートを入場できて、商店とか、そういう空港内の売店とか、そういうところで割引があるとか、1,000円以上使っていただくと駐車場が３時間無料とか、そういうような特典があるＮパスというパスポートを発行しておりまして、それで、今度は年齢制限を４月からなくしましたので、もう皆様に発行していただいて、より成田空港を身近に使っていただきたいというふうに思っております。

　本日、パンフレットもお持ちしておりますので、後ほど置いておきますので、ぜひ皆さんご利用いただければというふうに思っております。

　成田空港、本当に空港づくりは地域づくりということで、空港が近くにあってよかったというふうに思っていだけるように、いろいろな面で頑張っていきたいと思っております。

　以上、簡単ですが、私からごあいさつさせていただきました。

　では、説明のほうは月岡マネージャーのほうから資料に基づきさせていただきます。

　すみません。空港会社の月岡と申します。私のほうから、座って恐縮ですが、資料を説明させていただきたいと思います。

　お手元に２点ほど資料をお配りさせていただいております。

　最初に、色のついたほうの資料で、成田空港の現状について、こちらの資料からご説明をしたいと思います。

　めくっていただきますと目次でございますが、今回、成田空港の運用状況といたしまして、東日本大震災の影響と対応状況と2012年３月期、今年度の見通しについてご説明したいと思っております。２番目といたしまして、騒音対策実施状況、３番目といたしまして、容量拡大（30万回）に向けた成田空港の取り組みについて、簡単ではございますが、ご説明させていただきます。

　それで、２ページ目を見ていただきますと、成田空港の運用実績の推移という表になってございます。

空港の状況を示す指標といたしましてよく使われますのが、旅客数、発着回数、貨物量がありますが、下の表は成田空港の開港から2010年度まで、昨年度までの推移を表にしたものでございます。青が旅客数、赤が発着回数、緑が貨物量の推移を示してございます。

　成田空港は国際空港でございますので、世界の大きな流れの影響を受けます。例えば、開港からおかげさまをもちまして右肩上がりで推移してきましたが、2001年９月の米国同時多発テロ、2003年３月のイラク戦争、ＳＡＲＳ、2008年のリーマンショックから始まる世界同時不況、このような世界的な流れの影響を受けております。ただ、2010年度につきましては、昨年、前年並みに推移してございます。2010年度の実績につきましては、数字を書いてございますので、こちらをご覧いただければと思います。

　３ページ目を見ていただきたいと思います。

　今ご説明した2010年度、あと2011年度、４月しか入ってございませんが、それにつきまして、月別に発着回数、貨物量、旅客数、給油量を表にしてございます。

　昨年度につきまして、2010年度につきましては、上期は、リーマンショックから始まる世界同時不況から経済が順調に回復したため、発着回数、旅客数、青の線でございますが、発着回数、旅客数、貨物量も順調に推移しておりましたが、下期に入りますと、10月の羽田の国際化、羽田空港の国際化に加え、日本航空さんの再建に伴う減便、あと尖閣諸島問題の発生で航空旅客数が減少している中で、３月11日に東日本大震災が発生しまして、特に航空旅客数が激減しているのが表でわかるかと思います。

　東日本の大震災の影響につきましては、具体的には後ほどのページでご説明いたしますので、それで今年度４月を見ていただきたいと思います。４月の位置が過去４年間に比べて非常に低いところになるというのをご確認いただければと思います。

　次のページに東日本大震災の影響と対応状況について、簡単にまとめてございます。

　３月11日の地震発生直後、成田空港は震度５強を記録しまして、空港会社といたしましては、緊急対策本部を立ち上げ、お客様の安否や建物の被害状況等の確認を行いまして、幸いにも、ターミナルビルにつきましては若干破損した部分が発生いたしましたが、空港の滑走路につきましては被害がなく、出発便は３月11日19時より一部運用を再開しました。

　ただ、空港はそのような状況でございますが、福島原発事故の影響により、新聞でも報道されていましたが、４月には訪日外国人が対前年度63％ですか、減で、特に韓国、中国、台湾からのお客様が激減している状況にございます。

　成田空港も同様に、外国人のお客様が激減しておりまして、回復傾向はゴールデンウィークに見られたものの、現在もその状況は依然継続されてございます。

　空港といたしまして、放射能の問題がございますので、日本への航行、成田空港はですね、イカオ、これ国際民間航空機関や、イアタ、これ国際航空運送協会という国際、国連の関係機関から、７つほどの関係機関から、公式に日本への乗り入れは安全という宣言をしていただきまして、国際的にも成田空港の安全性は現在、確認されております。

　私ども空港会社といたしましても、安全・安心な空港の現状をお知らせするために、当社ホームページにおいて運用状況を情報提供しまして、また３月29日からなのですが、成田空港は福島原発から193キロの距離にございます。193キロの距離にありますが、空港内に当社のほうで放射線測定器を設置いたしまして、１日２回測定データをホームページのほうで公表してございます。

　右側にその状況を書いてあるのですが、ちょっと数字が、コピーの関係で薄れてしまいまして恐縮なのですが、ここに書いてありますのは、４月12日の測定データといたしまして、成田空港は0.125マイクロシーベルトの放射線量があるということを、このようなことを１日２回更新しまして、情報を発信してございます。

　ちなみに、本日ですと、0.104マイクロシーベルト・パー・アワーということになってございました。確認してきたところ、そのようになっておりました。

　４月28日から５月８日の、いわゆるゴールデンウィーク期間の出入国者は、当初の予測では半減してしまうのではないかということでございましたけれども、お客様で約21％の減ということで、当初の予測よりは好調に推移いたしました。需要回復の兆しがゴールデンウィークは見られております。

　次の５ページ目をご覧いただきたいと思います。

　東日本大震災の影響ということで、３月11日地震発生直後の状況といたしまして、空港といたしましては、滑走路は、先ほども言いましたが、安全が確認できましたので、当日176便欠航いたしましたが、出発便といたしまして、15便ほど出発便を当日、３月11日に運行しております。震災翌日につきましては、187便が欠航となっております。

　旅客への影響としまして、震災当日、翌日は、空港アクセス、ＪＲと京成が乗り入れているのですが、停止したことによりまして、当日は8,470名で、翌日は1,837名の滞留者の方が空港内に発生しました。私どもといたしまして、お客様に対して水や軽食や毛布、寝袋を配布して、一夜を明かしていただいたような状況でございました。

　４月の月間運用状況、真ん中の枠でございますが、発着回数については、対前年度91％ということで、航空旅客数につきましては、対同年同月比で62％ということで、38％の減になっております。

　貨物量については、92％と、ほぼ昨年並みになっております。

　発着回数が、お客様が62％になって、発着回数が91％ということでございますけれども、旅客数が減少したことによりまして、航空会社といたしましては、回数は変わらないものの、機材の小型化が空港としては見受けられます。例えば、ルフトハンザとかエールフランス航空は、Ａ380という２階建ての、総２階建ての航空機、約500席ぐらいあるのですが、そういう航空機からＡ340とか、ボーイング777、いわゆる300席ぐらいの小さな航空機へ機材を変更して運航しております。

　航空会社の状況といたしまして、ゴールデンウィークは徐々に回復傾向にございましたけれども、本邦社の減便状況ということで、６月のスケジュールベースなのですが、日本航空さんとしては週46便の減、全日空さんにつきましては週21便の減便となってございます。

　あと、外国航空会社の状況といたしまして、これ、解消されつつあるのですが、キャンセル便、今、１日当たり五、六十便ございます。

　あと、本来、成田へ直行していた便が、仁川とか香港を経由して、いわゆる風評被害みたいなものなのですが、乗組員、乗務員の方が、成田でステイ、泊まって交代するとか、休養を行うということを成田空港を避けまして、先ほど申しました仁川とか香港でそのようなことを行いまして、成田には来るのですが、成田に来て、着陸したらすぐお客様を乗せて、乗務員がそのまま、成田で今まで交代していたのが交代せずに、飛んでいってしまうと、そのような傾向が３月、４月見られましたが、最近はそのようなことは、色々な、先ほど申しました国際機関で日本の安全性についていろいろ発表していただきまして、そのようなことは少なくなってきてございます。

　６ページ目をご覧いただきたいと思います。

　2012年３月期と書いてございますが、これ、2012年度の航空取扱見通しでございます。航空機の発着回数につきましては、17万3,000回ということで、対前年度１万8,000回減りまして、対前年度比で90.3％になってございます。航空旅客数につきましても、2,607万人ということで、対前年645万人減るということで、80.2％、航空貨物量につきましては、206万トンということで、対前年度より１万トン減りまして、99.4％となっております。給油量につきましても、403万キロリットルということで、対前年66.2％ということで本年度見込んでございます。

　この見込みにつきましては、東日本大震災及び福島原発事故以降の落ち込み状態が４月から二、三カ月後底を打って、それが継続した後、復興需要等により日本経済の回復に伴い、期末、来年３月に向けて、おおむね震災前のレベルまで回復するという想定を置きまして、このような数字を私ども通期見通しとして発表してございます。

　次の７ページ目をご覧いただきたいと思います。

　そのような空港の状況を踏まえまして、私どもの空港会社の営業利益、営業に関してなのですが、2012年度３月期見通しということで、営業収益につきましては、1,616億円ということで、対前年262億円ほど減少いたしまして、営業利益、経常利益、当期純利益としまして、これ、新聞にも載っておりましたが、前年度の11年度は99億円の利益がございましたけれども、今年度につきましては、32億円の赤字ということで、対前年131億円の赤字を見込んでおります。前期比で減収減益の見通しとなってございます。

　これも、あくでも先ほどご説明した、６ページでご説明した運用状況を踏まえた上で作成したものであり、今年度、福島原発の関係で不確定要素がたくさんありますので、そのような含んだ見通しとなってございます。

　８ページ目をご覧いただきたいと思います。

　空港の運用状況につきましては以上で、騒音対策の実施状況につきまして、私どもといたしまして行っている騒音対策について、体系図にしたものでございます。

　大きくは、発生源対策、空港構造の改良、空港周辺対策と、大きく３つに分かれて対策を行っております。

　この中で、数字が書いてございますが、これまで私どもとしまして、2010年度末まで、3,634億円の環境対策事業を行っております。2010年度の数字といたしましては、全体で81億円ほど環境対策事業を行ってございます。このような対策を空港会社が行っているということで見ていただければと思います。

　９ページ目をご覧いただきたいと思います。

　９ページ目につきましては、平成21年度航空機騒音測定地点、空港周辺で104局の常時測定局がございます。うち、山武市さんに９局騒音測定局がございまして、それを地図に表したものでございます。

　青い丸につきましては、山武市さんが設置されている測定局、黄色い丸につきましては、千葉県さんが測定されている測定局、赤い丸につきましては、私ども空港会社が設置した測定局で、計９カ所山武市さんにはございます。

　数字につきましては、ＷＥＣＰＮＬという航空機騒音をあらわす数字を入れてございます。

　具体的には、10ページ目をご覧いただきたいと思います。

　今、地区で見ていただいた測定局９カ所の局名、設置場所ですね、あと設置者、あと区域指定というのは、これ、騒音区域の区域に入っているか、区域外かということを書いてございます。20年度、21年度の数字を年間、これも単位としましてはＷＥＣＰＮＬという単位を使ってございますが、その推移を書いてございます。

　蓮沼につきましては、ナンバー101の蓮沼というところをご覧いただきたいと思います。20年度につきましては、68.9Ｗの測定結果でございましたが、21年度については68.2Ｗということで、若干ではございますが、0.7Ｗほど騒音は年間を通して少ないような状況になっております。

　山武市さんは９局ございますが、９局とも対前年度、20年度、21年度は騒音測定結果としては下回っているような状況にございます。

　11ページをご覧いただきたいと思います。

　成田空港における30万回化の合意と容量拡大に向けた取組みということで、簡単にご説明したいと思います。

　昨年10月13日に空港容量30万回について、四者協議会という会議におきまして合意していただきました。その合意した内容につきましては、後ほど別の資料におきましてご説明いたしますが、ここでは、合意をいただきましたので、今後段階的に容量拡大を図り、最短で2014年度、あくまでも最短でございますけれども、2014年度中に30万回へと、私ども、容量の拡大を目指してございます。

　30万回に向けた取り組みということで、左側に枠で囲んでございますが、１つとしましては、官制方式の高度化ということで、2011年度、秋ごろと言っておりますが、同時並行離着陸方式というのを導入いたします。

　２番、施設の拡充整備等につきましては、ⅰ、ⅱ、ⅲとございますが、現在、ⅰ、ⅱ、ⅲにつきましては、空港の、横に絵がございますが、このような場所で誘導路の改善、駐機場の増設等を行ってございます。

　ⅳ番目のターミナル増設につきましては、現行のターミナルで27万回まで対応できますので、27万回以上が予測できたときに、ターミナルの増設を行っていくこととしております。

　私どもといたしまして、30万回合意をいただきましたので、最短で2011年度に25万回、2012年度に27万回ということで、27万回まで既に施設整備につきましては取りかかってございます。24年度中に最短で30万回へと空港容量の拡大を目指しております。

　それで、拡大された容量を最大限活用しまして、現在、成田空港、95の世界の都市とネットワークで結ばれておりますが、さらなるネットワークの拡大、あと国内線の充実、あとＬＣＣ（格安航空会社）とかビジネスジェットなど、多彩な航空サービスの拡大を実現し、アジアのハブ空港としての地位を確立したいと思っております。

　12ページ目をご覧いただきたいと思います。

　この中で、先ほどビジネスジェットとございましたが、これは少し具体化しましたので、絵にしてございます。

　成田空港、今までビジネスジェット、なかなか空港容量が、発着回数が制限があるということで、こういうビジネスジェットについて、受け入れを規制していた部分もございますが、例えばこういうビジネスジェットについても、例えば今、10カ所ほどしか駐機、停めておける場所がなかったのですが、それを15カ所に増設して、今までも滞留可能日数が７日、１週間程度だったのを、倍の14日に延長するとか、あと乗り入れの手続を簡素化するとか、インターネットでもできるように簡素化するなど、ビジネスジェットの乗り入れにつきましても、このような取り組みを行ってございます。

　以上、簡単ではございますが、成田空港の現状についてのご説明になります。

　それで、もう一つ、Ａ４サイズで容量拡大（30万回）に係る確認書という平成21年10月13日という日付の資料がございます。これが、先ほど触れました空港容量30万回に当たって、四者、四者と申しますのは、国、千葉県、あと山武市さんを含んだ空港周辺９市町、あと私ども空港会社のほうで容量拡大（30万回）に係る確認書ということを締結した、そのコピーでございます。

　１枚めくっていただきますと、中段以降になりますが、四者は、これに基づき、関係住民に対していろいろ住民説明会等をさせていただきました。さまざまな課題はあったものの、成田空港の容量拡大は、周辺地域はもとより、千葉県の発展につながるものであることから、地域の共通理解である「地域と成田空港の共栄」を目指すことを確認し、以下のとおり合意するということで、６点ほど合意してございます。

　まず１点目につきましては、１番としまして、発着枠30万回への増加について、了承をいただいております。

　２番、騒音区域の変更につきましては、蓮沼地区におきましては変更がございませんので、省略させていただきます。

　３番の飛行コースの変更等につきまして、こちらにつきましては、四者は今後の飛行コース及び混雑防止策について、別図３、後でご説明いたしますが、別図３のとおり確認するとともに、国、空港会社は関係住民への周知を図るものとするということで、３月に、まず混雑防止策、３月下旬に変更しておりまして、それにつきまして、空港だよりという私どもの新聞へ折り込みするもので皆さんへ周知を実際図らせていただいております。

　なお、混雑防止策については、国、県、関係市町及び空港会社との間で別途確認書を締結することとするとございますが、これも山武市さんのほうと国、県、山武市さん、あと空港会社のほうで確認書の締結が既に済んでございます。

　それで、一番後ろのページですか、別図３というのをご覧いただきたいと思います。色のついた青いこのようなものです。

　こちらが成田空港へ離着陸する飛行コースでございます。北風運用時と南風運用時ということで分けてございますが、特に関係するのは南風運用時のほうだと思いますので、右側の図を見ていただきたいと思います。

　それで、赤の部分は、同時離着陸、今年の秋以降に実施される同時離着陸に使用されるルートでございますが、その下にあります緑色の混雑防止策で新設されるルートということで、途中から点線で曲がっているような矢印が何カ所か出ております。こちらにつきましては、成田空港で離陸が混雑する場合なんですが、通常、今までは成田空港を離陸した航空機は、九十九里浜、海岸線まで直進上昇して、その後、飛行コースに乗っていくと、そのような運用をしておりましたが、今年の３月の終わりから夏ダイヤに変わったときからなのですが、この緑の点線のような運用を、今しております。

　この緑の点線につきましては、成田空港を離陸しまして、騒防法という法律で騒音区域を定めております。民家の住宅防音工事をしている第一種区域という区域、ちょうど松尾のトンネル、はにわ街道の松尾のトンネル、踏切あたりですね。踏切あたりまでなのですが、そこを過ぎて、かつ高度が6,000フィート、約1.8キロですか。1,800メートル以上上がった航空機、上昇した航空機については、海岸まで行かなくても、この緑の矢印のような形で曲がって、例えばテトラというポイントがありますが、そういうテトラポイントというところへ向かって飛行コースへ乗っていくというような運用について、そういう運用をするということにつきまして、この確認書の中で確認をさせていただいております。

　申しわけございませんが、また確認書の前から、ページを振ってなくて申しわけないのですが、３ページ目、３枚目へ戻っていただきまして、４番、環境対策・地域共生策の推進ということで、私どもといたしまして、空港会社、引き続き環境対策等について真摯に取り組むということについて確認をしております。

　５番といたしまして、容量拡大による環境等への影響調査、これもですね、現在、きちっと調査させていただいているのですが、発着回数が25、27、30と増えてまいりますので、生活環境等への影響を調査するとともに、その結果について、関係者と協議の上、地域の皆様にわかりやすい形で公表するということも確認してございます。

　６番につきましては、成田空港の未買収地についての話し合いをするということで、直接騒音対策とは関係ございませんが、そのような確認をいたしまして、昨年10月13日にこのような確認書を国、県、山武市さん、私どもＮＡＡのほうで確認書を締結させていただいております。

　以上、簡単ではございますが、成田国際空港の容量拡大（30万回）についてのご説明とさせていただきたいと思います。ありがとうございました。

　ありがとうございました。

　それでは、皆様からご質問を頂戴いたしたいと思います。

　その前に、実は前回の会議の中でご説明をいただいている最中にぐらぐらと揺れまして、説明が終わってない部分がありますので、そのことからご回答いただきたいと思います。

　趣旨は、たしかＢ滑走路の運用について、今までよりかなり運用が頻繁になってきたと申しましょうか、航空機が多く着陸ですね、着陸が増えているのではないか。騒音がかなり激しくなってきているのではないかという加瀬委員からのご指摘がありました。そのことについて、現在でどうなっているかについて、Ａ滑走路とＢ滑走路の運用の状態を含めてお話をいただければと思います。お願いします。空港会社のほうでお願いします。

　実際は、昨年の３月28日に、当時、22万回に増便、20万回から22万回に増便するということで、滑走路は2,500メートルにその前の年の10月になっていまして、航空会社に１機の、３月28日までは、航空会社が、例えば全日空の何便、７便とか10便とかあったら、その飛行機はもうＢ滑走路に降りなさい、Ｂ滑走路から上がりなさいと、そういうもう前もって背番号をつけて、Ａ滑走路とＢ滑走路を分けておりました。当時、Ａ滑走路が大体13万回ぐらいですね、Ｂ滑走路は６万回ぐらい、それで15万回というような形で飛んでおりました。

　昨年の３月28日以降は、2,500メートルの滑走路になり、また22万回へなることによって、大型航空機の新規就航、特に中東の関係の航空会社でございますが、エティハド航空だとか、エミレーツだとか、そういうものがいろいろ手を挙げて入ってきたというときに、実際にはその航空会社は、もうＡ滑走路は満杯でして、Ｂ滑走路はちょっと飛べないというような航空会社は、Ａ滑走路にどうしても余裕がなければ困るということで、今までの背番号をつけて、あなたの飛行機はＡですよ、あなたの飛行機はＢですよというのをやめて、管制官の指示によって出すということができる、どちらの滑走路を使うか指示するという方式に変わったわけです。

　それに伴いまして、大ざっぱに言いますと、今までＢ滑走路の例で言いますと、毎日、６万回ぐらいでしたから、170便ぐらいが飛んでいたわけです。百七、八十便なのですが、飛んでいたのが、半分が出発、半分が到着という形で飛んでおりました。それが、昨年の３月28日以降になると、約200便が着陸、10便が出発というような飛び方をＢ滑走路からしました。

　それはなぜかというと、１本の滑走路で着陸というのは、やっぱり２分に１回ぐらいですから、30機ぐらい飛べるわけですけれども、Ａでしか飛べない航空機が多いので、Ａを出発機優先にする。Ｂのほうは、すべての航空機が降りられるので、Ｂのほうに着陸が集中するという運用をしてきました。

　そして、実際のところ、飛行機は風に向かって飛びます。飛び上がりますし、降りてくるのも風に向かって降りてくるというのが安全な飛び方ですので、特に山武市さんの場合ですと、Ｂに近いほうであると、到着機が、特に冬場は北風ですので、北にまた向かって飛ぶわけですね。降りるのも南からおりてくるということで、冬場は非常に到着機がＢの滑走路は多い。夏場は、南に向かって、海のほうから風が来ますので、海のほうへ向かっていくと。ですので、逆に夏場は、ほとんど出発機は10機ぐらいしかＢは飛んでなくて、到着機が200便というような状況の飛び方に変更になりました。

　騒音も、年間を通せば、それほど、速報値で見ると大きくはなってないのですけれども、到着のほうは、直下というところに対しては非常に大きな音になって、便数も増えているというのが現状です。

　ただ、今年の10月から、また冬ダイヤというときになると、同時発着方式ということを使うようになります。そうすると、一遍に飛び立って良いので、例えばＢ滑走路で飛べる飛行機は、第２ターミナルビルのほうが近くて、Ａ滑走路を使うと20分余分にかかるとか、そういう航空会社は、できれば近くから飛びたいとか、近くに降りたいということで、今の状況からかなり改善されてくるのではないかということが今、想定はされております。

　ただ、昨年の３月から今までは、今年の10月までは、かなり到着機がＢ滑走路に集中しているというのが現実でございまして、その影響で、着陸機の多い日はすごく音が大きい、出発機の日は、出発機で少ないので、音がすごく小さいと。今までの平均してあった音よりも、かなり大きいなと思うというか、頻繁して降りるなと、そのような状況が続いているというのが現実でございます。

　それでは、新しくご質問を受けたいと存じます。

　どなかたご意見ありましたら、どうぞ出してください。お出しをいただけたらと思います。

　それでは、それまでのつなぎとして、私のほうからよろしいでしょうか。何件かお願い……、はい、どうぞ、石橋委員。

　石橋でございます。

　１点だけお尋ねしますが、先ほどのご説明いただいた中で、今お話の19万回発着から、これから30万回ということで、14年度までに順次増加していくということでございますが、これは今の成田空港の就業時間、何というのですか、営業時間といいますか、６時から23時までというこの時間帯については、この時間内でということなのでしょうか。それとも、まだ流動的な要素というものを考えられるということなのでしょうか。その辺お尋ねしたいのです。

　どうぞ、空港会社のほうで。

　30万回の計算に当たっては、あくまでも６時から23時までの間に30万回が可能ですということで、それをもとにやらさせていただいていますので、深夜、早朝を今からすぐ何か変えるということはございません。

　ただ、緊急機とか、どうしようもない場合は、これっていうのは、今までもその時間帯降りていただくというのは同じようにあるとは思います。ただ、原則はその時間で。

　ただ、一昨年の12月に、当時、空港圏という９市町の集まりの中で、これからどんどん増やすに当たっては、そういう深夜、早朝の時間帯の、例えば朝、洋上で６時まで待機しているような航空機は、降ろしてあげても、その代わりに地域に還元策というか、そういうものも考えれば、そういうことも検討して良いのではないかという提案がされたという事実はございます。

　ただ、それについて、私ども、色々勉強は今しておりますけれども、現時点では、それについて、私どものほうからこうしたいということを言えるような状況ではなく、地域からやっぱりそういう声が上がってくれば、私どもも考えたいというのが現実でございます。

　運用の確認書に、この確認書の中では制約で６時から23時以外というのはないですよね。

　ないです。

　それから、それではそれに付随して、今まで10時から23時の時間帯においての便数の制約というのがありましたね。そのことはどうなっていくのでしょうかね。

　22時台の離発着については、10便以下、それぞれの滑走路10便以下ということをお約束しておりまして、それが大分守れないような状況が続いておりましたが、最近はですね、昨年と今年度は守れているという状況が……。
　およそで良いです。およそ守れているということで。
　およそというか。9.3便だったと思いますね、昨年度３月まで。

　これから30万回になっても、この22時から23時台についての便数については、その10便をクリアするという、それが増えていくというようなことは、この四者協議会の確認書の中では確認されているのですか、いないのでしょうか。

　今回の四者協議会の確認書の中ではないですが、元々の円卓会議の合意事項で、22時台はそれぞれの滑走路が10便以下ということが今、取り決めになっていますので……。
　それが生きているということ。

　ええ、生きているということです。

　実際には、数字が出ましたので、間違いないように言っておきますと、22年度の数字でＡ滑走路9.3便でございました。
Ｂ滑走路は2.2便ということで、10便以下というのを守れているということでございます。

　ありがとうございます。

　それでは、それ以外に何かご質問は。

　どうぞ、飯島委員。

　飯島と申します。

　的を射た質問ではないかと思いますけれども、ちょっと。

　山武市の騒音測定結果の比較という10ページに載っていますね。101の蓮沼の騒音が20年度は68.9、21年度は68.2になっておりますよね。これですと、これと発着回数の増加のですね、この比率、割合というか、反比例ですか、比例していく、何か回数は増えて、騒音測定値が下がっていくような希望的なあれも、ちょっと若干感じないわけでもないのですけれども、その点はどのような考え方されているわけでしょうか。

　そうですね、そこの問題はかなり難しい問題があるというふうに思うのですよね。例えば、ここで言うＷ値というものについて言えば、数字で表すと、100機飛んでも９機飛んでも大して変わらないということになるのですよね。感覚的に言いますと、便数に対して、いつも同じ音がしていても、大して変わらないという、便数が増えていても、この数字が変わらないというところに問題があるというふうに思うのですけれども、その辺のところは、それも含めてお話をいただけますか。

　今、会長からのお話もあったのですけれども、先ほど言いましたＷＥＣＰＮＬというのは、実際には騒音を測るときの指数で、よくデシベルというのを聞いていると思いますけれども、そういうものは、ログという非常にたくさんの音を処理するために、ログ、対数というのを使っていると、実際に非常に回数が増えたことの影響というのは、10の10乗といいますから、1,000倍になってその10倍の音になるとか、そんなような、対数というのはそのような形があって、そういう意味で、回数が直接に余り影響しないのではないかというお話もあったと思うのですけれども、それはちょっと難しいので、簡単に今回、22万回から30万回ということで、私ども、その騒音の影響は概ねここになるだろうという線が、この75Ｗの、すみません。皆さん、９ページの図面を見ていただければいいと思うのですけれども、この八田とか蕪木とか、こういうところが緑の線に近いところがあります。これが第一種区域ということで、騒防法という法律に基づく防音工事を私どもが助成するというエリアでございます。ここは概ね75Ｗという線でございます。

　今回、これが30万回に増えたら、この線がどうなるかということで予測したところ、発着回数が30万回になっても、この線を越えることはないという結果が出ました。

　その理由を見ると、１つは、発着回数の影響というのは、当然増えれば、若干は増えるのですけれども、先ほどの対数の関係でも、そんなに大きく顕著に出ないということと、あと大きな問題は、航空機の性能が非常に低騒音化してきていまして、今、ジャンボというのは、ＪＡＬもＡＮＡも３月で飛ばなくなってしまいました。ジャンボが飛ぶと、その音でやっぱり80だとか90だとか、そういう音が出て、そういうデシベルの音が影響して高くなるのですけれども、それが今の航空機は低騒音化がどんどん進んでおります。

　私ども、昔、ジャンボが、空港に来る８割近くがジャンボだったという時代も一応ありました。そのときが、今は20％とか言われているのですけれども、直近の状況を見ますと、日本航空、あるいは全日空も飛ばなくなったのもあるのですけれども、15％を切っているような状況になってきています。そうすると、音の一番大きなものがなくなってきて、低騒音の航空機になって、そういう航空界の進歩というかそういうものが、低燃費も当然同じように開発されていますので、そういう意味で、非常に航空機の性能が良くなって、低騒音で、低燃費で、良い航空機がどんどん出てきているということで、先ほどＡ380という、国内線に使えば800人乗りの総２階建ての大きい航空機もございますが、それもジャンボよりは静かだと、かなり静かだという結果が出ていますので、そういう意味では、発着回数、あと発着回数の増は本当は増には増の傾向は出るのですけれども、それ以上にそういう低騒音化の傾向がかなり進んでいて、騒音って全体的に、この場合は同じ発着回数ぐらいのやつで比較していますけれども、かなり低騒音化が進んでいるだろうと。

　私ども、着陸料に騒音が低い航空機であれば、安い着陸料というのを適用していまして、それも弾みをかけてきて、非常に低騒音の数が増えてきているというのが現実でございまして、発着回数が増えていっても、それほど一遍に音が大きくならないといいますか、そういう傾向が続いているということだと思っております。

　この問題は、感覚と、それから数値のところに齟齬があるのですよ。つまり、飛べばうるさい。騒音をどういうふうに感覚、ウワーって言っていて、それがいつも同じ音でいて、もう高い音ではない。出てこない。高いと言ったって、ウワーって言っているのが騒音とみなさないというような感じになる。だから、感覚と数値というのがうまく連動しないというのですかね。

　Ｗ値ではなくて、もう少し違う方法にしようかという検討があったこともありましたよね。あれはどうなりましたか。

　基本的に、単発音、一機一機の音がうるさいのだから、それでやってほしいというのはあるのですけれども、基本的に法律の中でですね、環境基準というものは、やはりそういう通算の音の量を合算して、騒防法でいえば、１年間を通じて、先ほど言った75Ｗという大きさのところが防音工事を助成すべき区域だということは変わらないということで、エルデンという、今度指標を見直すということにはなっていますけれども、その考え方は変わらない。音の量を集めて、それで騒音のエリアを決めるということは変わってないということでございます。

　ありがとうございます。

　それでは、そのほかにご意見ございますでしょうか。ご質問ありませんでしょうか。

　どうぞ。

　では、先に石橋委員どうぞ。

　石橋でございます。

　先ほど、ちょっと私、聞き逃してしまって大変恐縮なのですが、成田空港さんの放射能数値を先ほど、今日の数値ということでお尋ねしたのですが、これはどれぐらいだったでしょうか。

　失礼いたしました。今日、0.104マイクロシーベルト・パー・アワーということです。
　というのは、ちょっと今、毎日テレビで放映されています市原市の測定値では、0.05ないしは0.04だということで、それから見ると、さっき原発の距離が、193キロとおっしゃいましたね。そこと市原と成田で余り変わりませんけれども、約３倍ぐらい成田の場合は強いのですよね。

　ですから、この辺で、やはり何か影響というか、これは空港会社さんのほうの問題ではございませんけれども、その辺で、ちょっとした離れたところで、これだけ３倍ぐらいの放射線量が多いということは、何かその辺、専門的な見地から何かございますでしょうか。

　どうぞ。

　この今の資料の右側に出ている分がインターネットで見られるのですけれども、４ページ目ですか。今日のデータを私、見ていますと、先ほど言ったように、本日の10時の測定結果は0.104マイクロシーベルトなのですね。年換算値にすると0.911、これはミリシーベルトですね。これが、この参考のところに書いてある文言を読ませていただければ、ＷＴＯに、世界保健機構ですね、によれば、人の通常の生活で、平均して年間３ミリシーベルトの放射能を浴びていますと。今の成田の数字を年間にすると0.911ですから、３よりは低いということで、かなり低いという数値ではあると思うのですね。

　また、ここに書いてある例では、東京、ニューヨークを航空機で１往復すると、0.2ミリシーベルトということで、航空機というか、上空に行くと、それだけやっぱり放射能の影響を受けるというのも事例にあるので、今盛んにこれが年間100以下にしなきゃいけないとか、作業をしている方ですね、そういうような話もしていますけれども、そういう意味では、成田は0.911ですので、お子さんが20ぐらいで危険ではないかとか、何か今そういうお話があるのですけれども、そういう意味では、今の数値だけであれば、それほど大きい数値ではないのかなと。

　ただ、市原は0.45とか0.5ぐらいですから、約倍ぐらいの数値は出ているという結果になっています。

　そうですね。ありがとうございました。

　そのほかにご質問ありますでしょうか。

　時間ももったいないので、それでは私のほうから。

　30万回になったとき、同時離発着で、両方で15万回、15万回ということになるわけですね。これは、この数字はこの確認書の中で確認されていると思いますので、大体同時離発着を行うというようなことになるわけなのですか。

　国交省の考え方で聞いている話では、基本的には同時離発着というのは、Ａ滑走路から飛行機が飛び上がるとすれば、それが出てから２分ぐらい経たないとこちらは出してはいけないということを計算してやっているわけですけれども、今度は、１本の滑走路で15万回ですから、今、Ａ滑走路で13万回、最高でも13万5,000回ということで運用しているのですけれども、それが１割Ａ滑走路でいえば増えると。それはそれで、成田のナンバー１空港というか、第一空港と。

　Ｂ滑走路はＢ滑走路で、同じように、もう制限なしに同じように飛べば、今、13万5,000回も飛べるだろうと。それが15万回になるだろうということで、別の空港と考えるように、それぞれ勝手に飛び出していいと、勝手に降りていいという運用の仕方をするので、30万回も可能だし、それぞれ15万回ですよという説明をしているのですけれども、官制員にとってみれば、基本的に今までみたいにそういう調整は要らない。混んでいる時間は、ＡとＢを両方どんどん使っていく。それぞれに離発着も使っていくということでの考え方ですので、いつの時間帯がどうなるかというのはちょっと言えないですが、可能だというのは間違いなく言えます。

　私たちが一番懸念しておりますのは、普通に考えますと、20万回といったときは、恐らくそれぞれが10万回ずつであればオーケーかなと思っていたらば、片方が６万回で片方が13万回という運用をされるわけですよね。30万回といったときに、使い勝手のいいＡ滑走路が20万回飛んで、Ｂ滑走路のほう、使い勝手の悪い片方が10万回というようなことはあるのかないのか。

　つまり、こういうことなのですよね。私、たしかヒースローだったですかね、あそこはたしか滑走路２本で45万回ぐらいというのを昔聞いたようなことがあった。つまり、１つのＡ滑走路が最大に使ったときに、マキシムで一体飛行機が何回ぐらい使えるというふうにお考えですか。事によったら、30万回といったら、片方が、15万、15万ではなくてね、違う運用の仕方を、えっ、30万回で合意しているよってことになって、足かせがないというのは、その辺のところはどうですか。

　つまり、１本の滑走路をマキシムに使ったとしたら、何回ぐらい使えるのですか。

　それは、現実的には、１時間に30回飛べると言っていますから、30回を運用時間６時から22時台まで、ずっと30、夜７時間飛ばないわけですから、16時間ですか。７時間だから16時間ですね。16倍していただいて、それを365掛ければ、理論的には、もう全然大きい数字になります。

　なるのだよね。

　なりますけれども、現実的に、最大の発着回数はどのぐらいありますかという説明を聞かれて、現実的に、今、出発と到着のまだ閑散のところも埋めれば、Ａ滑走路は今、13万5,000回が限界ですけれども、そこを埋めれば15万回になりますと。Ｂも15万回になりますということでお願いしていますから、Ａだけ増やすということは基本的にはあり得ないし、ピーク時間のところが限界を生んでいるわけですから、そこをＡとＢが……

　20万回と10万回にはらない。

　ならないというふうに考えます。

　
そうすると、ヒースローで、私の記憶だと45万回ぐらい、２本で45万回ぐらいと聞いたような記憶があったのでね、あそこ、そうすると24時間使っているのかね。

　ヒースローは、お金の問題もちょっとあるのですけれども、低騒音機に限り夜飛んでもいいというような条件をつけて、あと着陸料も全然値段を変えてですね……。
　私の記憶は……。
　ですから、間違ってないと思いますけれども、羽田もある意味、実際は、４本ある滑走路のうち、24時間飛べるのは一番外側の滑走路だけとか、そういう時間帯を変えていけば、今言われたように、私どももあり得るはあり得るのですけれども、ただ、今、深夜早朝について、先ほど申したように、今、私どもからとても提案できるような状態ではないということでありますので、そういう心配は今のところ、15万回、15万回ということで……。
　理解していてよろしいと。

　その時間帯でやっていくという話で私どもとしては確認していただいたと。

　ありがとうございます。本日はいい収穫がありました。事によっては、20万回かなと。

　何かほかにありますか。

　どうぞ。

　蛇足な質問で。

　どうぞ、飯島委員。

　今、最終的には30万回というお話ですけれども、我々、成田の空港の周辺の住民としては、この航空会社がなくなるのをかなり心配しているわけですよね。ということは、それだけ羽田が24時間体制だと、韓国がハブ空港でもって東側の空港の拠点になっている段階で、成田空港はもう30万回というのを打ち出していらっしゃいますけれども、本当にこんなに徐々に増えていける自信、当然あるのでしょうけれども、またなければ困るのではないかなと思うのですけれども、我々、騒音を抱えている住民からすれば、そんなには増やしてほしくないと。かといって、では成田空港が貨物空港になってもらっても困るという心配があるわけですけれども、その30万回というのは、やはり当初の予定どおりに行ける数字なのかなと。変な質問になってしまいますけれども。

　飯島委員のご指摘は、とても的を射ていると思うのですよね。つまり、騒音でいえば、貨物ってとても大きい音が出るのだね。つまり、その辺のところは、羽田へ旅客が移って、貨物だけがこっち側に集中しているということになれば、それはまた騒音というのはかなり激しくなるのではないか。その辺のイメージというのは、どう受け取っておいたらいいというふうに私は考えていったらいいのか、その辺についてご説明いただきたいと思います。

　30万回になるのは、当初の予測ではおおむね10年後ということで、非常に先ほど、見ていただくと、昨年の４月から中東の航空会社４社ほど増えたり、日本航空の破綻というのは想定していませんでした。それがそのままであれば、どんどん増便していくと。今年の実際に10月にならないと、同時離発着にならないと、今のところ１時間に飛べる量って、やっぱり32回とかそういう制限があるわけですね。それが、同時離発着ができると、１時間に45機飛べると。空域で同じところになってしまうので、今まで飛べなかったけれども、別々にいけば、別々の空港と考えれば、今年の秋からそういう増やして対応していくということで、航空会社にも提案していくというのを実際やりますので、景気がどうなっていくかという、原発の影響がどうなるかというのはもちろんありますけれども、私どもとしては、今年の10月からは、枠としては22万回だっだものを23万5,000回というような枠で航空会社さんに来てもらおうということはやっていくということですので、それによって伸びてくるのではないかなというのも思っていますし、地震の影響で、震災を復旧だけであれば、間違いなく今までの９・11とかそういうのと同じように、また戻ってくるというのは間違いないと思います。原発の状況がずっと続いて、外国の方が戻ってこないような状況が続けば、もうちょっと遅れるということにはなると思いますけれども、今までの経験からすると、何かあっても、その被害とか色々なものがなくなっていけば、自然にまたもとのペースに戻ってくるということはあると思います。10年で戻るのではないかと、なるのではないかと見込んでいたものも、それなりになってくるというふうに思います。

　先ほどちょっと心配された騒音は、確かに飛行機が増えると増えますよね、当然。

　あと、大きく、空港と山武市さんの関係でいうと、従業員が、空港関係者が何人かおられるわけですが、そういう人たちがどうなっていくのかなと。当然30万回に増えれば、仕事も増え、空港で働く方も増えていくというのもございます。

　あと、先ほどのうちで環境対策事業として交付金というようなものもございまして、そういうものも、発着回数の増と騒音下の人の数によって総額が決まっていくというようなものでございますので、そういうものが増えていけば、そういう逆に騒音の防止に使っていただく、市町に使っていただく交付金みたいなものも増えていくと。減っていけば、そういうものも減っていくというような仕組みにはなっているというところございます。

　なので、私どもとしても、なるべく当初の順調な状態に戻っていただければ、30万回というのは10年後ぐらいに来るのではないかというふうな形で、施設はもう2014年にそれが来てもいいようにということでやっていこうということで、今、進めております。

　今の話の中で、もう一点、成田と羽田のすみ分けの問題ですね。その辺はどういうふうなお考えでしょうか。

　基本的に、すみ分けって、私どもあんまり考えてないのですね。今までは国際線は成田だけでしたから、それを今回、羽田で近距離路線とか、今までチャーターのようだったものを持っていったというところはございます。その分、一時は確かに減るかもしれないですけれども、日本国の需要として、中国だ、そういう東南アジアのお客も含めてですけれども、そういうものは順調に伸びていって、今、羽田が45万ぐらいだったかな、成田が30万ということで、七十四、五万というふうに言われているのですけれども、それを超える需要は近く来るだろうと言われていますので、私ども、路線とか色々な意味で、乗り継ぎとかそういうことで考えれば、成田のほうが国際線としてはもうかなりな桁違い、10倍ぐらいのイメージのある空港でございますから、そういうところに自分たちのニーズに合って選んでいただけるというふうには思っていますので、特段、羽田にライバル視して何かやろうとか、そういうことはございません。

　自然に国内線も、先ほどのスカイマークなんかは、成田に枠があるのであれば飛ばしたいということで入っていただけるということでございますから、そういう意味では、着実にそういう航空会社のニーズに合った空港にしていけば、対応できるのではないかと。

　羽田の場合は、やっぱり国際線にしてはですね、国内空港であったので、滑走路の長さも3,000メートルで、今度3,300にすると言っていますけれども、実際的には、元々のつくりとかそういう意味では、私どものほうがかなり良いのではないかと。そのかわり、騒音で、内陸部ですから、皆様にもそういう色々な問題がございますから、そういうところと協調して進めていくということが成田としては必要だというふうに思っています。

　それでは、また何かご意見ございますでしょうか。ご質問がありましたら、お受けしたいと思います。

　もうあれですよね。羽田がここまで国際化しているのなら、　　　逆に成田も国内線の利用も増やしていけないものかなというような気もしないわけでもないですよね。何か一方的に羽田に　　　　　押されっ放しというのでは、やっぱり千葉県人としてはかなりおもしろくないですね。

　国内線も、今まで２万回の枠で考えていましたけれども、今回30万回になることによって、３万回の枠ということで、今回、スカイマークさん等で発着便が増えると、2,500便ぐらいにまたなるのですね、増えた量は。もう30万回のうちの３万回で、１割を超えるぐらいのニーズが出てくるのではないかというふうに言われていますので、それはもう10年以内でですね、もう二、三年で来るのではないかというぐらい言われておりましたから。そういう意味では、国内線のほうも充実はさせたいと思っているし、そっちのほうが早く来るのではないかなというふうに思っております。

　30万回をクリアするためには、つまり新しいところ、新しい地域とですか、交流ができるような、たしか国交省の話では、まだたくさんさまざまな空港からオファーが来ているというふうに聞いていましたけれども、その辺のところは、かなり30万回になると、ネットワークとして地球規模に広がっていくようになるわけで、それは今よりはかなり増えるという理解で良いのですよね。

　今言われているのは、多分新規乗り入れ国、希望国の話かもしれないのですけれども……。
　そうです。
　現実のところは、そうやって来ていただいて、今まで、例えばモンゴルだとか、南アフリカだとか、エミレーツもそうですけれども、みんな関空だけ、成田が一杯だったので、関空しかとれなかったと。それが、成田の枠が増えたので、そういう航空会社は成田に来るようになったということを見ると、本来は、やっぱり成田のニーズというのはそういうところもあるのだろうとは思うのですけれども、ただ、新規の国って、大体週１便とか２便なのですね。それよりも、現在飛んでいる航空会社が増やしたいというニーズのほうが、方面は、都市は変わるにしても、そういうもののほうが多いのではないかなというふうには思っているのです、数自体はですね。

　ただ、新規路線も、手を挙げれば、昔のような２国間協定ということで、お互いに、うちも飛ぶ、向こうも飛ぶということでのやり方をしてやってきた方法が、もうオープンスカイという流れになって、枠があるので、来たいところはどんどん来てくださいという法則になれば、そういうところも来るでしょうし、今飛んでいるところもどんどん増やしたいという話が出てくるのではないかというふうに期待しているところでございます。

　そうすると、日本経済の底力とかというような問題よりも、たくさんの人たちが、航空会社が、30万回は十分クリアできるというふうにお考えですね。

　30万回いいよと言ったけれども、実際には、どこまで行っても25万回しか来なかったなんていう、空港会社としてのステータスが何度やったってできないのではないか、そんなことはないか。

　それは蓋を開けてみなければわからないところはあるのですけれども、ただ、先ほど言ったように、今年の秋から23万5,000回、まだ施設が整っていませんから。先ほど言った2014年に30万回の施設ができれば、30万回うちは飛んでも対応できますということで、１時間に何便飛びますとか、そういうところに、飛びたいですかということを夏と冬、新規路線というか、スケジュールを組むのに、航空会社に投げるのですね。それを投げたときに、航空会社はぜひ飛びたいのだと言ってくるかどうかというところにかかってくると思うのです。

　今の段階ではまだ、私ども枠を目いっぱい広げるだけの提案ができている状態ではないので、もうしばらく、2014年になると、それが、あと３年後ですかね、３年半ぐらいか。そうすればそういうことが見えてくる。それに経済がよくなっていれば、幾らでも手を挙げてくれる航空会社は出てくるのではないかなというのを期待しています。

　ちょっと時間がありますので、どうぞ、善塔さん。はい、どうぞ。

　ちょっとお聞きしたいのですけれども、やはり航空会社を誘致する、呼び込むには、やっぱりそれなりのコストの削減というので一応努力するというのが必要かと思うのですね。

　今、成田の場合ですと、例えば１回降りると、新聞で見ると、高い着陸料を取っているし、そんな中で来てくださいと言っても、なかなか航空会社を呼び込めるものがないと思いますし、この通期の業績を見ましても、やっぱりちょっと赤字になっていると、やはり逆にコストの発着率を上げないと、この業績を回復できる立場はないんで、かえってその辺のところの経営はどういう形になっているのか。

　はい、どうぞ。

　まず経営をよくするためには、私どもやっぱり発着回数を使っていただく以外にないわけですね。発着回数を増やしていくと、着陸料というものも増えます。

　ただ、先ほど言った重量の問題もあって、実際は重量と発着回数を掛けたものが料金になるというふうな形ですので、日本国内の羽田とかほかの空港と比べると、私どもの着陸料は、先ほど騒音が低ければ安い着陸料で入れるということで、日本国内でいえば、私どもは安い着陸料となっております。

　ただ、韓国仁川空港だとか、上海、そういう空港と比べると、かなり着陸料には差があるというところはあります。

　というのは、問題はターミナル施設の使用料だとか、色々なトータル的なお金もあるわけです。それとお客様のニーズが、仁川なんかでいえば、中国とか日本にはすごく飛んでますけれども、ヨーロッパとかアメリカの路線って非常に少ないのですね。ということは、そういう方のニーズはまだやっぱり日本にあるのかなと。日本のほうが路線が色々なところに張っているから、そういうニーズができるのかなというのも考えていますし、今はそういう意味での路線がたくさん張られていると、バランスよく色々な方面に出ているというのは、うちの強みではあるわけですね。

　それがみんな逃げていくよというか、そうなってくるとまたちょっとあれなのですけれども、着陸料自体では、諸外国に比べれば、もちろんうちのほうが高いです。そういうのをなるべくどうやって安くできるかということは考えていかなきゃいけないとは思っていますけれども、今のところは、日本国内では私どものほうが一番安い料金にはなっているということで、それで羽田とか関西空港とか、そういうところよりはですね、そっちの撤退は非常に多いというのは聞いているのですけれども、私ども、まだ１割ぐらいの減で発着回数済んでいるのかなというふうには思っております。

　諸外国との競争の話は、また今後の課題だろうと思うのですけれども、あくまでも航空会社のニーズ、そういうものになります。あと、国の政策というところもあるかもしれないです。

　ありがとうございました。

　片岡委員。

　いよいよ７月、テレビがデジタル化、完全デジタルになりますけれども、これがデジタルになった場合、増便等因果関係というか、受信とかそういった問題は起きないのでしょうか。

　昔、このあたり全部、新しいアンテナとかつけてもらったのですけれども、そういう受信状況ですか、特に冬は、夏場は減って分散するみたいですけれども、冬場は全然、このルート上そのまま来るということで、冬場……。
　テレビの問題は、飛行機がね、デジタルというのは、騒音でやっぱり乱れますよね、映像が。テレビに出てくるのは、「気象条件により」って出てしまうのですよね。「騒音により」って出ないのですよ。

（「騒音かどうかはわからない」との声あり）
　いやいやいや、違う。気象条件って出るのよ、騒音ではなくて。例えば、私のところでいえば、オートバイなんかがっと出ると、「気象条件により」って乱れるわけ。そうすると、飛行機、たまにはあるのよ、飛行機が飛んで。そうすると、気象条件っていうと、あれ、これかな。つまり、その辺のところは、　　　　　　航空機と、それからデジタルテレビになったときの画像の乱れというのはあるのかないのか、その辺。

　一応、地デジでは、皆さんに本当にご迷惑をかけて、元々のアナログというところが、アナログ波というのは、航空機の反射でフラッター障害というものを起こして、画像が二重になるという、チラつきがでるということがあって、私ども、解消策として、大きな電波塔をつくって、成田と横芝光、下総ですね、あと香取と江戸崎と４つ造ったのですけれども、そこからＵの電波を流しているのですけれども、Ｕの電波を流して、戸別のアンテナで皆さんに見ていただくということでやっていて、それでフラッター障害はなくなり、航空機障害という、見えなくなるということはなくなったと。今回、地上デジタルの電波って、まさしくそのＵＨＦに近い電波なのですね。ですから、航空機の影響はまず受けないと言われている電波なのです。

　だから、便数が増えようが、もしそういう状態があれば、もちろん私どもに言っていただければ、すぐ調査いたしますので、そういうことをやっているのですけれども、今のところ、ただ、もともと距離が遠くて、電波状態がすごく悪いとか、山陰で電波が届いてないとか、たまたま映っているけれども、雨の日は駄目だとか、オートバイが通ったら駄目だというのは、かなり、もともとＮＨＫで、ＮＨＫとかそういうほうで言っている最低限の電波状況がないというところについては、石橋課長が詳しいのであれなのですけれども、いろいろな対策をして見ていくと。

　私どもとしては、今まで個人アンテナで見ていた方は、多分大丈夫ではないかなというふうには思っていますけれども、何か異常があれば、言っていただければ、すぐ調べに参りますので。

　時間が押していますので、それでは石橋委員、どうぞ。

　いいですか。今、部長さんがおっしゃったので、ちょっとお尋ねします。

　ＮＨＫ、うち全部、雨降ると見えないのですよ。それはやっぱり電波が弱いということなんですか。それとも、何か対策が必要なのでしょうか。それ、ＮＨＫだけ映らないのですよ。雨が降ってしまうと全然映らないです。

　航空機の影響ではないと思うのですけれども、航空機の影響もあるかもしれないということで、うちのほうがちょっと調べさせていただきます。

　そうですか。では、よろしくお願いします。

　ＮＨＫとかいろいろなところも、それぞれは測定は元々色々サンプル的にやって、状況を見ていって、大丈夫だろうとか、話で聞いているのは、新たな難視とか、いろいろな問題もあるというのは聞いていますけれども。

　局によって強さが違いますので、そういうケースもございますので、調べていただいたほうがよろしいかと。

　とりあえず、私どもで今回……。
　では、よろしくお願いします。

　調べさせていただきますので、後ほど住所と電話番号……。
　それでは、定刻の20時半になりましたので、また何か疑問点やご意見があるようでしたらば、まとめて、また航空会社のほうと話をさせていただくということで、この容量拡大（30万回）については、この辺で終了させていただきたいと思います。

　どうもありがとうございました。

　委員の皆さんは、すみません、もう少し……

それでは、（２）の地域振興基金運用益活用事業の提案についてを事務局よりご説明をいただきたいと思います。

　どうもご苦労さまでした。

　ありがとうございました。

　Ｎパスの用紙をいただければ。

　置いておきますので、ぜひお願いいたします。割引も大分ありますので。申込先はＮＡＡまでとなっていますけれども、役所のほうでもできますので。
　山武市でできるのですか。

　預かっていただいたのを、うちのほうへ届けていただくような話もできますので。

　松尾の空港対策室のほうで預かりますので。こちらに出してもらっても、どちらでも結構ですので。

　ご苦労さまでした。ありがとうございました。

　それでは、すみません。お願いします。

　企画政策課の今関と申します。よろしくお願いいたします。

　それでは、私のほうから、地域振興基金運営益の活用の関係でご説明させていただきます。

　恐縮ですが、座ってご説明させていただきます。
　今、お手元のほうに、各地区地域審議会からの意見・提案についてというのをお配りさせていただいておりますが、こちらのほうをちょっとご覧いただきたいと思います。

　今ご覧いただいておりますこちらの資料のほうは、第２期の地域審議委員の皆様にご検討いただきましたものですけれども、地域振興基金、合併特例債を活用して積み立てた基金から発生する利息分ですね、それが年間2,500万円ほど発生するということで、その2,500万円を活用して地域振興に使えないかということで、その2,500万円をではどういった事業に使いましょうかということで、これを地域審議会の委員の皆様にお諮りをしてございます。

　これは第２期の委員さんのそれぞれの地区の意見ということで、一番上の段に蓮沼地区ということで意見をまとめていただいておるわけでございますが、一応これをまとめていただいて、昨年９月に市のほうから新しい事業の提案をさせていただきまして、皆様にご審議いただいて、23年度から着手させていただくのが３ページのほうですね。３ページのほうに地域振興基金運用益金対象事業運用計画書というのがございますけれども、この計画に基づいて、２カ年ということで、それぞれ事業を実施させていただくということになっておるわけです。

　また、同じように、今年度、やはり９月頃になろうかと思いますが、24年度からスタートする２カ年の分ですね。今ご覧いただいているこの計画書の分は、23、24の２カ年ということになりますので、これとは別の事業で、24、25に実施したいという事業ですとか、担当課のほうから独自に提案が場合によってはあるかもしれませんけれども、それ以外に、一度各地区の提案、意見として意見にまとめていただいておるわけでありますけれども、改めてですね、特別この蓮沼地区地域審議会としてこういったものを追加したいですとか、そういったものがあれば、24年度の分に反映させるということになりますと、このあたりでご要望として意見をまとめていただく必要があるということで、今回、議案として出させていただいたものになります。

　ちなみに、これは一応前回の3月11日の時にこれを皆様にお諮りしようと思っておったのですけれども、やはりそのころにほかに、先に成東のほうで、そういった意見をどうするかという中で、成東につきましては、元々の第２期の委員さんが意見をまとめられた中では、具体的な意見というよりも、振興基金の活用については慎重であるべきだというふうなことで、具体的な提案というのはその段階では見送っていたという状況がございました。ですので、今回、１年経って、成東のほうでは、ではこういうのに使ったらどうかという意見がありまして、それがまとまったのが５ページのほうの資料ですね。成東地区地域審議会の提案ということで、こういう分野に地域振興基金を活用したらどうかということで提案をいただいたものであります。

　なお、まだ見直しという部分について、山武のほうではまだその後地域審議会が開催されておりませんので、どういう形になるかわかりませんけれども、松尾のほうでもお諮りしまして、松尾のほうでは特に現状どおりという形で、新たな意見が追加されたということではございませんでした。

　以上、参考までにお伝えしたいと思います。

　ありがとうございました。

　蓮沼としては、皆さんご意見がおありかと思いますけれども、とりあえず山﨑さんのほうから出されたロードレース大会も入っていますし、それから観光のサマーカーニバルがありますので、この辺が、また何かあったらというところでどうでしょうか。蓮沼から余りたくさん言ってもどうでしょうか。この辺でご理解をいただいておくということでよろしいでしょうか。

（「はい」の声あり）
　すみません。とりあえずこの２つが入っていますので、これがメインとして蓮沼としては考えていきたいというふうに考えております。よろしいでしょうか。

　こちらのほうで、そういうことで良いということであれば。

　
またここへ新しい事業を入れてしまうと、多過ぎるかなというふうに思いますので。

　それでは、その次のその他のところで、これ、私のほうからのご提案でありますけれども、３月11日に未曾有の東日本大震災がありまして、私たちも避難したわけであります。市でも多分、防災計画の見直しをして、きちっとしたものを作ってくださるだろうというふうに思います。そのことについて、地域として、やはり関与していく必要があるのではないか。

　過去でいいますと、一番新しい過去で、元禄の大津波というのがありました。そのときに、蓮沼でもたくさんの人が亡くなって、蓮華寺ですか、あそこには千人塚という亡くなられた方を葬ったという場所があるわけで、言い伝えによれば、とても人を埋葬するのに間に合わないので、たくさんの人をそこに行って、上から土を、掘ってみないとわからないですけれどもね、そういう言い伝えがあります。

　元禄のときですと、蓮沼では浜通りには集落は存在しないのですよね。つまり、浜通りに集落ができるのは、一番最初は新田場、あそこら辺に寛政で新田開発をして、あそこにできるのです。ですから、寛政ってどのぐらいだったかな。元禄よりずっとこっちへ来るはずだと思うのです。それまでは集落ってないですから、それが人が亡くなっているというのは、つまりこの集落かもしれないというふうに思うのですよね。だとすると、あの地震が来たら、ここが避難所っていうのはどうも適当ではないかもしれないという思いがあるのです。

　ですから、市のほうでどのぐらいの時間で防災計画ができて、私どもにお示しをいただけるのかという時間もあるでしょうけれども、そんなに時間もかからずに市はなさるでしょうから、私たちは私たちとしても、あるいは議論してみる、市のほうからそれぞれの資料をいただいて、検討してみる必要があるのではないかという思いがありますので、ことしのメインテーマとしてこれを考えてみたいというふうに思っています。

そのことを皆さんにご了解をいただければ、形とすると、例えばですね、この前のときに、避難指示というのが出ますね。指示というのは、かなり命令的なものであったとしても、どう言ったら良いのでしょうね。みんな自分たちだけで逃げてしまって、年寄りの人たちを事によったら残してしまったかも。つまりそういう問題について、きちっとした方策ができていなかったというのでしょうかね。
　つまり、そういうシステムすらきちっとできていないというようなことがありますので、さまざまなことについて検討してみる必要がある。それは、市のほうとしても、そのことについて、蓮沼なら蓮沼地区の地域審議会でメインテーマとしたいという思いがありますので、そういう問題についての資料とか、防災計画とかをご提示いただきたいと思います。

　そのほかに何か皆さんの中でありましたらば。

　どうぞ、飯島委員。

　飯島ですけれども、今、会長がお話しされたのとちょっと若干関連しているところなのですけれども、今回の津波の問題で、九十九里海岸、それから防護林、相当被害を受けているわけですよね。これ、直接市役所のほうからだとか、管理区域ではないと思うのですよね、浜と保安林は。これは県のお仕事ではないかなと思うのですけれども、ただ、現実的に、今、海岸線に行かれるとおわかりになると思いますけれども、海岸の砂丘あたりが相当やられていて、ひどい状態になって、山武市の観光産業の一つだという謳い文句の中からしますと、夏までにある程度のことをやっぱりしていただかないといかんかなと。
少しは格好つけてもらわないと、やはり観光を謳う市の方針からすれば、ちょっといかがなものかなというふうに私、感じているのです。

　ですから、浜の砂丘の復旧ですね、これを早急に、山武市で手がつけられない状態のところであれば、県にお願いするとかということで、砂丘の復旧と保安林の整備ですか、これをひとつぜひともお願いしたいと。

　もう当座、それをもう優先的にしてもらわないと、山武市に観光客が足を向けてくれないのではないかなと。せっかく向けても、そういう状態のところに来ては、ちょっとこの次はどうかなというふうに二の足を踏まれるようなことにもなりかねないところがあるものですから、早急に山武市で手の打てないところは、県なり国なりのところでご努力をお願いしたいのですけれども、その点、ちょっといかがなものでしょうか。今は全然そういうことは動かれてないわけでしょう。要望として。

　今現在、市は、まだ災害対策本部という形で今、動いていますので、復旧復興対策本部なり、名前は色々あるのだと思いますが、今までは災害に対する対応に力を入れてきましたが、これからは復旧復興というところに力を入れるということで進んでいくのだろうと思います。

　そういう中では、先ほど会長からもありましたように、市の防災計画、こういったものの見直しを図る中で、１つは、財産、それから生命を守るという部分で、どういうふうな形がいいのかとか、そういう中で、いわゆる地元の産業振興とか、ではどういうふうに位置づけていったら良いのだろうかとか、いろいろな要素があろうかと思います、本来はですね。そういったものは、冒頭にもお話をさせていただきましたが、地域審議会を初め、いろいろな方のご意見を伺いながら、やはりつくる必要があるのだろうというふうに思っています。

　現在は、はっきり防災計画をこのような形でいきますという、まだたたき台まではできておりませんので、こういったものをつくる場合にも、やはり皆様方のご意見を聞かないと、たたき台もなかなかすぐにはできないと思いますので……。
　ですから、たたき台、そういう防災計画というのは、やっぱり当然つくっていかなきゃいけないと思うのですけれども、ただ、防災計画の中に、浜と保安林は、その計画にまだ入れられないわけでしょう。入れられませんよね、実際に。予算的には組めないでしょう。組めるのですか。

　ですので、今回もいろいろな防災面と復興の構想の中で、地域振興というものをどういうふうに位置づけるかというのを一緒にやっていかなければいけないのだと思います。復興という部分ではですね。そういった、大きなそういう事業については、計画的にその中に位置づけていくという作業も同時に進めていく必要があるのだろうと。

　ちなみに、24年で前期の総合計画の基本計画がちょうど終わる年になりますので、今年はそろそろ見直しを図る準備をしなければならないわけでございますので、当然そういったものについては、そういった市の総合計画の中にも位置づけていくような形で対応する必要があると思います。

　それは、観光もそうですし、農業もそうだと思います。いろいろな部分で復興に向けての構想をやっていく必要があるというふうにちょっと思っています。

　課長ね、もうじき夏が始まるのですよね。観光客がおいでいただいたとして、まだお客様をお迎えするような形に海や砂防林ができてない。それは緊急に市のほうで対応をお願いしたいという、とりあえず復興とか復旧とか総合計画とかではなくて。市長によろしくお伝えをいただきたいというふうに思います。

　要するに、近々の問題として、そういうことを地元の地域審議会としては……。
　お願いをしたい。

　お願いをしたいということですね。では、これにつきましては……。
　ですから、審議会のほうの協議内容からちょっと離れた部分もあろうかと思いますから、その部分は……。
　会としてお願いをしたい。

　そうですね。持ち帰って、担当部局のほうに……。
　お願いをしたいと思います。

　その旨お伝えさせていただきたいと思います。

　それでは、４のその他のほうに移らせていただきます。

　公共交通について。事務局お願いします。
　事務局の小川です。いつもお世話になります。

　お手元にカラー刷りの山武市基幹バスコースということで、ちょっと３月11日に実はお話をして、４月からの変更点等をお知らせするところだったのですが、途中でちょっとああいうことになっていますので、もう既にこれは、昨年の10月から実証実験ということで運行を始めたものでございまして、今回は、このバスコースのバス停留所を24カ所だったものを、この４月から45カ所に増やしまして、第２期の実証実験運行として行っているものでございます。

　この蓮沼地域につきましては、中下北というバス停留所と中根というバス停留所、２カ所を増やしました。これで今、運行を行っているところでございます。

　その結果、基幹バスの利用者でございますが、３月までと４月の１カ月、まだ１カ月のデータしかございませんが、利用者で一月約400人ほど増えました。１日平均でいきますと、３月でいきますと54.3人だったものが、４月は70人ということで、１日平均でいきますと、６人程度増えていますという状況です。１便平均でいきますと、１便４人だったものが、４月は5.3人ということで、1.3人ほど増えているという状況でございまして、５月もですね、この４月からまたやや上乗せされた形で多分報告ができるだろうというふうに思っております。

　利便性を向上させて、少しでも皆さん方に利用していただけるような形でこれからも取り組んでいこうということを考えております。

　そして、併せて、乗り合いタクシーも今、運行しているところでございまして、３月でいきますと、震災の影響で運行を一時見合わせた部分もございまして、１日平均55.5人だったものが、４月は66.1人ということで、おおむね震災前の状況に戻っている状況でございます。

　こちらも、これからもどんどんＰＲをして、利用者を増やしていこうということで、これから２期、そして３期実証実験運行に向けて、また改善をしていこうということでございますので、よろしくお願いします。

　その内容につきましては、広報紙だとか、また３月下旬に公共交通ガイドマップというものを新聞折り込みで配布させていただきましたので、こういったものをご覧いただきまして、ぜひまたご利用いただければなというふうに思いますので、よろしくお願いします。

　以上でございます。

　ありがとうございました。

　以上で本日の次第はすべて終了いたしました。

　長時間にわたり慎重審議ありがとうございました。

　これにて……

　ちょっといいですか、会長。

　はい。

　すみません。今、最後のところで、私、いろいろ……

　公共交通。

　いや、公共交通というか、会長がおっしゃった本年度の地域審議会のテーマとして、震災対策の問題を市とともに取り上げようということで、今、皆さんご了解いただいたのですが、これについて、非常にこれ、問題、大変大きな問題を包含していると思うのですよ。

　と申しますのは、今、石橋課長が回答していただいたように、現状の復興復旧計画について、色々とお話しいただいたのですが、市としても、この点については非常に難問だと思うのですよ。お金も必要だし、人も必要だし、これからどういう計画を立てようといっても、その構想たるや、これは莫大な労力と裏づけが必要になってくると思います。今の現状の災害を復旧させるといったって、今、飯島委員さんからもご指摘いただき、会長からもご指摘いただいたように、海岸線の災害に対して、簡単にこれ、復旧するのだって大変なことですから、市だけでも対応できないし、県だって国だって、果たしてすぐできるかどうか。この東北地方の大災害を控えて、国だってこちらのほうへ手が回ってこないと思うのですよ。これは何といったってお金の問題ですよね、財源の問題。こういうことを考える今の段階で、私たちが美辞麗句を並べて、復興対策がどうのこうのって言っても、これは大変なことだと思うのです。

　と申しますのは、実は先だって来、もう三、四カ月前から、市では、石橋課長よくご存じですけれども、いろいろ新しい公共という形を取り上げられて、今までの公共事業とかそういうもので、行政のほうで予算化して、各住民に対する色々な恩恵のあるような施策を打ってきたことがあるのですけれども、これが今までどおりにできないというのが現状なのですよ。そうなってくると、何をではそこで求めるかというのは、地域住民がいかにコミュニケーションでコミュニティーを密にして、その地域の連携を図ってやらなければ、これはもうとても市の状況ではできる状況ではない。これ、全国津々浦々どこへ行っても同じだというのです。そういう住民意識を持った上で、そういう組織化した上で、あらゆる団体で、もう得意特有分野をある程度網羅的にやっていかないと、その地域を守ることすらできないと。そういう状況なので、新しいコミュニティーを考えていかなきゃいけないというのが、今、市でも当然そういうことを検討されているし、地域では、ある意味ではそういうＮＰＯを結成して、もう既にそういう着手しているところもモデルケースとしていっぱいあるそうですよね。

　だから、今までみたいに、県あるいは市にお願いしようと言ったって、ただ口でお願いしたって、ああ、そうですかって、市あるいは県は聞くだけで、何の手だてもできない状況なのだそうです。そうなってきたら、では今回の津波とかそういう段階で、どういうふうに地元民が救いの手をやるかといったら、自分たちである程度そういうものを想定した上で、どういう避難をしたらいいかということを、市を、これ、市をないがしろではないですよ。市の人も含めて検討していかなきゃいけないのだと、そういう状況に来ているということを、千葉大の関谷先生という方を招いて、もう四、五回、市役所で夜、そういう勉強会をやっている。私も二、三回出させてもらいましたけれども、市の幹部の方々もみんなそれ、一緒に聞いて、石橋課長も聞いていますから、石橋課長からその辺をちょっと皆さんに概略でもお話ししていただきたいと思うのですよ。

　ですから、そうしないと、こういった地域防災計画たる、ただ文字を、きれいごと言ったって、これ、始まらないと思うのですよ。

　だから、そういう意味で、やっぱり課長、今の現状と地域にどういうことをお願いしなければいけない、市が手を出さないのではなくて、市ともどもにやっていかなきゃいけないということをちょっとお話ししていただいたらと思うのですが、いかがでしょうか。

　うまく説明できるかちょっとわかりませんけれども、今回の震災の東北地方を見ますと、要するに行政の力がこれほど無力だというものを現実に示されたというか、突きつけられたような事象は今までかつてなかったんではなかろうかと。そのくらい市は何も、行政は何もできなかった。

　結局、助かった人というのは何かというと、日ごろ自分たちが、自分たちの置かれている立場の中で、こういうときには行動すべきだというみずからの判断力というのですか、よく学校の例が多分ニュースなんかで聞かれていると思います。ある中学校の先生は、建物にふだん、本当の決まりは、何か建物にいたほうがいいのだというような決まりがあったらしいのですが、その先生の判断で、この津波だと、この建物にいても、多分やられてしまうのだろうということをいち早く子供たちに指示をして、避難をしたのだそうです。そのときに、市からは何もそういう情報がないわけですね。すぐに逃げてくださいとかですね。ただ、その現場の先生のその行動を見て、中学校の子供たちがいち早く丘に逃げている様子を見て、小学校では、その決まりで、その建物にいたのだそうです、実際に。そこにいれば大丈夫だと思って。ただ、中学生が避難していているのを見ていた先生が、やはりこれではまずいのだろうということで、中学生と同じように小学生の子供を避難をさせて、それを見て、今度、幼稚園とか保育所の子供たちも同じように行くらしいのですけれども、やはり小さい子供ですから、なかなか追いつかない。そうすると、中学生がその子供たちを見て、一緒におぶっていったり、手を引いていったりして、結局、その地域の子供たちはすべて助かったと。

　これがですね、これから防災計画をつくるときに、やはり先ほど行政が言っても、できる限界があるという中では、先ほど言ったように、地域のコミュニティーの中で、例えば津波が来たときに、隣近所に例えば独居の方がいたり、体の不自由な方がいたときに、ああ、大丈夫なのかなというような、その地域コミュニティーがきちっと皆さんが日ごろの中で把握をしながら、そのときの災害の状況で判断をするというのですか、１つは、自助、共助、よく公助と言われているのですが、やはり公助の限界、その前にやはり共助で、普段からそういうものに皆さんがどこに、先ほど言いましたように、どこにどういう人がいて、そういうときにはこういう人をやっぱり助けなければいけないとか、やっぱり普段からそういう判断というのですかね、それは地域ごとにそういうものはやっぱりつくっていかなければ、なかなか難しいのだろうというような多分お話だと思います。

　それをですね、今、私ども、今言いましたように、市民自治支援課のほうがこれからそういう部分で、地域再生という部分では、そういう地域コミュニティーをきちっと構築をして、災害とかまちづくりのそういう基本となる部分を皆さんとともに一緒につくっていきたい。それは、例えばこういう震災があったときに、では我々はどう動くべきかとか、一人一人がそういったものを含めて、皆さんのお力をおかりしながら、行政にできること、そして一人一人ができること、地域ができること、それはやはりつくっていく必要があるのだろうというふうに思います。

　ちょっとうまく言えませんけれども……

　そうです。だから、私の言っているのは、そういうシステムを議論しなくてはいけない。つまり、あそこにお年寄りがいる、それはどういう形で援助していくかというのをきちっとして、システムとして持っていくということを考えていかなければ駄目だと言った。

　多分、想定が甘過ぎたのだというふうに思う。

　だから、その辺から言うと、今回のこの震災のやっぱり検証は絶対必要でしょうね。

　しなくてはいけない。

　それを踏まえて、やっぱりどうするのだというふうな議論が必要ではないですか。

　必要です。私の言うのは、ここでもって元禄のときに、浜には誰もいなくて、丘にしか人がいなくて、その丘の人たちが死んでいるわけよ。それは、まだ私もちゃんと検証したわけではないから、どのぐらいの人たちがこの集落で亡くなっているかというのは、これから調べなくてはいけないと思う。

　それだとしたら、例えば一番簡単に言うとね、ここは駄目。避難所としては不適当になるわけよ。もう少し行かないと、大平ぐらいまで行かなくてはしようがなくなる、なるかもしれないというね。

　だから、誰がどういう人たちをどういう形でもって行くか。
さっき言いましたように、避難指示というのは逃げろという命令でしょう。だけれども、命令はしたけれども、それでは勝手に逃げろということになるとすると、終わってから気がつく。

　きちっとした共助の形が地域の中でもってシステム化されてないと駄目だ。その問題は、事によったら、浜の人だけではなくて、丘の人にも適用しなくてはいけなくなるかもしれないということ。

　ただ、今回の津波、南浜、特に蓮沼地区の場合ですと被害が大きかったのですけれども……。
　あれの検証もしなくてはいけない。

　あれは当然検証も必要だと思いますけれども、いろいろな話が出てはいるのですけれども、実際に津波だけの被害ではないのですよね。排水路があったり、道路の側溝があったり、そこから全部、かなり吹き出した部分もかなりあるのですよね。ということは、公園通りの側溝の最終的にその水がどこに流れ　　　　　ると。木戸川か、向こうへ行っているのではないかと思うのですけれども、それが逆に側溝を逆流してきて、南浜のところで吹き出したというところも考えられますので、ぜひとも検証はしていただいて、いい防災計画をひとつ出していただきたいなと思いますよね。

　ですから、それはね、飯島委員ね、市のほうでもお作りになるでしょうから、それができないと、なかなか議論できないですよ。

　そうですね。

　うん。だから、それはまずそこがスタート。それについて、私たちがどういうような形として地域としてシステムを作るかということだというふうに思っていますので、そのことは重大な関心を持っておりますので、よろしくご高配をいただきたいということです。

　もう一点、市にお願いしたい点があるのですけれども。

　どうぞ。

　この前の震災の日に、私、一度連絡させていただいたものなのですけれども、緊急放送のアナウンスですね、あれが非常に悠長なアナウンスをしているのですよ。この前、今関さんにちょっと一回お願いしたのですけれども、あれはちょっとね、今、本当に変えていただきたいと思いますよ。あの緊急時に、あんなにゆっくりした言葉で、「皆さん」とか、本当にゆっくりした声で、あれでは緊急放送の役割、聞いているほうがちょっといらだってしまいますね。あれはもう絶対直してもらいたいと思います。

　緊急性のあるアナウンスの仕方があると思うのですよ。あれは録音かどうか知りませんけれども、市民が相当あれではね、非常に不満を持つと思いますよ。あれはもう絶対やり変えてもらいたいと思います。

　その後、何か市長さんが随分言い訳の、初めて市長さんが放送されましたけれども、市長さんがされなくても、普段からああいうものをもうちょっと、放送アナウンサーはいっぱい良い例あるわけですから、普通の言葉で言ってもらったほうが、何かゆっくり言っているのはちょっとと言ったら、何か聞きにくいところもあるからゆっくり言っているので、それではちょっと理由にならないと思うのですよ。もっと普通の言葉で、何回も繰り返ししなかったら、避難してもらうアナウンスだったら、早くそれを伝えなきゃいけないでしょう。そこのところをちょっと放送担当のほうにちょっと確認していただいて、あれは至急直してもらいたいと思いますね。

　避難指示とかいろいろな公共の放送は、ある部分では、本当に住民の方にパニックを与えないようにというのが大事なことなのですね。

　今回、その件に関しては、やはり私どももあれほどの津波ということは、想定、さっき言った甘かったというのですかね、想定できなかったので、実際にあれは、実は電源が確保しているところは、実際、テレビの映像が流れていたのですね、そのままライブで。そのまま。あれを多分見ていれば、それこそ悠長な放送ではなくて、多分もうある部分では気が狂ったような形で、もう逃げろの一言しか言えないような多分避難指示になっているのだろうと。

　要するに、あの時期にですね、あの映像が目の当たりに入っていた場合ですね、あれが蓮沼なり成東の海岸に打ち寄せるようなことを想像していたら、多分そうなっていたのだろうと。

　ですから、我々とすると、きちっと情報をですね、これからはやはり受ける手段というのですかね、そういうものをやっぱり確保しながら、やはり適切な避難指示はしなきゃいけないだろうと。

　その中で、わからない状況の中で、一番多分現場がわかることもあるのだろうと思うのですね。その現場が。そのときに、先ほど言いましたように、決められたルールだけではなく、こういうときにはこう動くべきだというのは、先ほど出てますけれども、そういうものを地域でやはり普段から養っておくといいますかね、訓練をしていくというのですか、それがやはりある部分ではこれからは大事になってくるのだろうと。

　言ってみれば、３月11日が来たら、防災の日で、避難訓練する。やらなくてはいけない。

　ですから、今回、トンネル事故ありましたよね。トンネル事故で電車が丸焦げになりましたよね。あれも今回の一つの例　　　　なのです。車掌さんは、１つのマニュアルを見て、煙が出なかった、出ていないので、要は火災という判断はしなかったらしいですよね。ただ……。
　火を見ないと火災という判断はマニュアルないのです。

　そうですね。ない。ですから、ただ学生さんは、いち早くそれがわかって、逃げて、乗客はそれでその後を逃げたということで、大惨事にはならなかったというようなことです。
　ですから、それも今回の震災の中で、市から例えば避難指示がなければ、避難はしないのかどうかということなのですよね、きっと。ですから、それはやはり地域でやっぱりその判断をするというのは、普段からある程度地域が一番多分わかっていることもあると思うのですけれども、そういったものを養うということも１つ、今回の地域再生の中の……。
　テレビの映像で津波が来たから、ではうちのほうも危ないから逃げようなんていうのは、そういう判断はなかなか難しいのではないですか。やはり……。
　ですから、課長のおっしゃることもわかるのですけれどもね。

　ちなみに、いいですか。

　どうぞ。

　補足なのですけれども、避難の話が出たので、誰かわからないのですけれども、中根の方で松尾中学校へ避難した方がいらっしゃいます。海岸線の人ではなくて、中根の方が松尾中学校で次の日までいたそうです。

　ですから、あれですよ。課長のおっしゃるように、想定外の事態だったから、こういうあれだったので。

　でも、自分の身は自分で守らなきゃしようないですからね。
誰が逃げろとか、これはもう自分で判断するしかないですから。

　それと、あと想定外の状況というのは掴めないで、私の場合は、母がちょうどもうあと何日かという感じの病気だったので、寝ているわけですね。もう動かすことができないという状況の中で、２人だけ、私と、介護の私と母の２人だけになってしまったときに、状況が何も入ってこないのです。どういうふうに、電話も使えない、電気はもちろんない、ラジオもたまたまなかったのです。そうすると、どのようにしていいか全くわからず、道路に出て、もう夕方になってしまったのですけれども、道路に出て、役所のほうに連絡してくださいということを頼んだのです。その人がたまたま止まってくれたからいいですけれども、それがなければ、私たちはそのまま暗い中で、暖房もない、病人はいる、その中で２人でずっといなければならないような状態を作られてしまったのですね。ですので、もうこの状態をどうしていいかっていうことで、非常にもうパニック状態ですね、私としては。なったということもありましたので、避難とかそういったものでも、ちょっと皆さんとのコミュニケーションをもっととってあれば良かったのでしょうが、たまたま急に寝たような状態でしたので、ちょっと苦労をしました。

　だから、地域の方でやっぱり考えるシステムとして持つということが必要なのよ。そういうことも含めてね、これから議論していきたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いします。

　話は尽きませんけれども、ご苦労さまでした。

　以上をもちまして本日の議題はすべて終了いたしました。長い時間ご苦労さまでした。
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